The Movement of Site Value Rating in Britain, the 19th and the 20th Century (2) by 藤原, 一哉
Title世紀転換期英国における地価課税運動(2)
Author(s)藤原, 一哉



























固 有 価 値 の 経 済 学 ・… ・・・・・・・・・・・… … … … ・・… ・・… ・… … ・・池 上 惇1
社 会 統 計 学 の 「外 敵 」 と 「内 敵 」 ②.・… ・… ・… ・… … … ・長 屋 政 勝22
マ レ ー シ ア の 石 油 権 益 に お け る 連 邦 と州 の 対 立 ② … 中 島 健54
自 由 貿 易 体 制 下 の 英 国 糖 葉 ② ・・… … … ・… ・… … … … ・・大 沼 穣65
世 紀 転 換 期 英 国 に お け る 地 価 課 税 運 動 ② ・・… … ・… … 藤 原 一 哉76
ス コ ヅ トラ ソ ド坑 夫 繋 縛 制 変 遷 概 観(1)… ・・・・・… … … ・加 藤 一 弘89
ア メ リ カ 鉄 鋼 資 木 の 多 角 的 事 業 展 開 と
日 米 合 弁 企 業 の 位 置 づ け(1)・… … … … ・・… … ・… 一 ・石 川 康 宏107
オ ル タ ナ テ ィブ ・エ コ ノ ミ ー と して の
プ レ ビ ッ シ ュ理 論 … … ・… ・… … … … … ・… … ・… … ・・… 安 原 毅119
「国 民 経 済 」 の 「自立 性 」 に 関 す る 一 考 察 ・・… … ・… … 南 有 哲137
日本 に お け る 塩 化 ビ ニ ー ル 産 業 の
勃 興 と そ の 影 響 ・… … ・・・・・・… … ・… … … ・… ・・・・・… … … ・岡 本 利 生155
平 成3年7・8・9月
:東邸 大 學 経 済 學 會
経済 論叢(京 都大学)第148巻第1・2.・3号1991年7・8・9月
世紀転換期英国における地価課税運動(2)
藤 原 一 哉
⑫ 敷地の課税評価
かな りの当局は敷地の課税評価に相当費用がかか り,錯誤や混乱の危険を孕
むと考 えている。しかし,か なりの数の資産が全額地代によって賃貸 されてお
らず,そ の場合には現行システムは単純でも自動的でもない。そのような事例
としては,ロ ン ドンにおいて もイングラン ド銀行,チ ャーリソグ ・クロス駅.
クラブに用いられている巨大な建物,保 税倉庫等がある。 これに比べて敷地の
課税評価は過度の労働と費用なしで行われ うる。なぜならば,敷地の売買や賃
借が専門家の判断の適切な基礎を成 し,その評価は全体資産g全 額地代か ら建
物の価値,す な.わち建物の再生産の正常な費用 を控除す ることによってたいて
いの場合点検 されうるか らである。この場合,専 門家が常識 と地方的知識 を保
持 していることが前提 となる。
敷地価値の分離的課税評価はそれ自体で.重要な利点を持つ。まず レイ ト課税
当局が敷地 自体の課税評価 を行 うために,そ の価値の増加を十分 に把握し,よ
り独立的になり,占有者は増加 した敷地価値に見合 う課税をされ るとい う点で








現行 の占有者 への課税 の欠 点は,④ 負担 の移転 と拡散 があいまいに され,明
白な不公平が人民 の不平 を生 む,@レ イ ツの引 き上げ によ って担税能 力 を狭
め るの で,長 期 にわたる軋轢 を生 じる,と い う二 点 であ る。
他方,貸 家人へ の直接的 な レイ ト課 税は,た いて いの場合,貸 家人 が投 票権
を持 ってい ない ので浪費や略奪 につなが り,危 険で ある。以上 の ことを考 える
と,.敷地価 値へ のレイ ト課税 を地主 と占有者 の双方 に課すべ きであ る。 しか し
実際には負担は敷地価値 の高 い都市 中心地 区において増 大す るの みで,そ の他
においては減 税 となるで あろ うし,レ イ ト納税者 で あった占有 者 の大部分 は短
期賃借 者であ るので,負 担 の地主分 を地主 に引 き渡 し うるで あろ う。 また,新
税 は増大 す る補 助金に よる軽減 によって相殺 され るであ ろ う。1以上 の提 案 の効
果 はエ894年ロン ドン ・レイ ツ均等化法の それ と多 くの点 で似 てい る。
現行制度 か ら地価 課税への移 行 をス ムーズにす るために少数派報告 は占有 者
が敷地価値 レイツを支払 い,そ の半額 を地代か ら控除 し,残 りを地代 として地
主 に支払 い,そ の結果 として地 主 も敷地価 値 レイツの半分 を負担す るとい う提
案 をしてい る。 レイツの税率 は議会 に よって厳 格に制限 され るべ.きである こと
も付け加 えられて いる。 このよ うな敷地価値 レイ ツの地主 と占有者へ の分割 は
都市保有地(TownHoldings)委員会 の提 案 と一致 して いる。我 々(少 数 派)
の真 意は,敷 地価 値の所有者が公共支 出か ら利益 を得 てい るのであ るか ら,そ
の分 だけは正当に負担す るのが正 しい姿勢 であろ うとい うものであ る。 ここで
敷地価値 の所有 者は元来 の地主(thegr。andlandlord)と4&異な るζとに注
意すべ ぎである。
⑭ 占有 され ていない資産 と未開発 地
他 のレイ ト支払 い者 と公正 を期 すために,占 有 されてい ない資産 と言 え ども
公 共支出か ら便 益 を受 けてい るのであ るか ら,新 しい敷地価 値 レイツが課せ ら
れ るべ きである。 ここで問題 となるのは課税評価 の困難 さであ る。大部分 の土
地 は何 らかの形 態 で利用 され,公 衆衛生法 と虚業 レイ ツ法 に よって制限税率が
定 め られてい るし,そ の課税評価 は合理的 に期待 され る地 代に基づ く。
78(76)第 ユ46巻第1・2■3号
また,敷 地価値への課税は,投 機を目的 として建築を差し控 えている土地所
有者にとっての有利 さを失わ しめるであろう。1885年に最終報告が 出 さ れ た
「労働者階級住宅に関す る王立委員会」は 「都市近郊の建築利用可能地はその
売却価値のたとえば4%の 税率で課税 され るべきである」と勧告 していたが,
これはいくっかの理由で実現困難である。 なぜ ならば第一に,レ イツのすべて
を課す ことは過重であ り,第二に,他 の資産への対応する課税なしに資本価値
を課税ベースに空地課税 を行 うことは異例であり,ゴ ッシェン氏も認めたよう
に,一 時的な建物 を作ることによる租税回避を助長するからである。さらに,
最 も重大な欠陥は,実 際に建築に適 した土地 と建築の準備が整いつつある土地
との区別が行われないとい うことである。多くの土地が後者であって,例 えば








ついては,地 方当局の政策減税がそのために必要 となろう。しか し我々(少数
派)の 提案を実行に移すにはいくつかの困難を伴 う。まず,即 座に建築される.








それ らは別 々に課税 評価 され るべ きで ある。特別敷地価 値税 の税収 は地 方税 の
軽減 のために用 い られ るべ きであ る。 この提案 の利 点 は,a.都 市 の レイ ト課
税制度 をよ り公 平にす る,b.地 主(groundowner)と他 の利益享受者 が地 方
税 制に より多 く貢献 す る,c.土 地の没収 とい う方法 に訴 え ることを阻止す る,
d.建 物 向け修繕 のための控 除が可能 となる,e.建 物 の負担 が軽減 されて,
困難か っ緊急 を要す る住 宅問題の解決 に役立っ,f.地 域 間,地 主 間の不公 平
を矯正す る,9,広 範 な誤解 を正 し,現 行 の都市 のレイ ト制度 の欠 陥を直 し,
地方 の財源 とな る,h.国 庫 補助 金付 き地方行政 サー ビスの増大 は地主 への地
価課税 に よってい くらかは賄 われ るとい うよ うに8地 方税制 に快適 かっ有利 な
原則 を導入 しうるとい う以上 の八 点であ る。
(3)小 指
以上見てきたように,1901年の 「地方税 に関する王立委員会」最終報告にお






ると考 えていた。さらに分離的課税評価の積極的な利点 として,地 方の課税当
局が敷地価値 を把握 して,よ り自立的になることが挙げ られていた。
第二の対立点は,地価課税の課税根拠が租税の応益 ・応能原則に合致してい
るかどうかである。多数派がこの点について否定的であり,地価課税拒否の理





さらに少数派は.ロン ドン県 当局 をは じめ とす る種 々の地価 課税計画 を検討 し
て,植 民地におけ る実例 を指摘 しなが ら,新 税 によ って国庫補 助金へ の依存 を
軽減 す る効果 について も言及 している。 また少数派 は現行制 度か らの移行 の問
題 や未開発地の取 り扱い に留意 しなが ら具体的提言 を行 ってい る。 し.かし課税
ベ ース を地価 に置 くとして もそれ を土地 の資本価値 では な く,年 価 値 に してい
る。 これは.す ぐに建築が開始 で きる条件 にあ り.土 地 の資本価値 を課税 ベー
ス とす るこ とが妥当 であ るよ うな未開発地 は少数 であ るため とされて いる。末
利 用地の問題は労働者階級 の住宅問題 と関 わ って重要 で あ り,少 数派 も即座 の















1914年の多数派報告 によれば,1902年に トレヴ.」リア ソ氏が都市の敷地価値
に対 す るレイ ト課税法案 を提 出 した。 その内容 は.大 規模 都市当局 に対 して現
行 レイ ツと並行 して課税標準価値1£ あた り2シ リングを越 えない限度で特別
敷 地価値 ンイ ト課税 の権限 を与 え るとい うものであ り,地 価 を土地賃貸 によ っ
て期 待 され る年額 としていたが,法 案 は第二読会 におい て否決 された。
王
G
ユ1)A.R.プ ゾ ス トは 地 価 課 税 を 応益 原 則 の も とに 提 唱 して い ない 。 彼 の立 脚 点 は,地 方財 政 の 自
立 性 の 回 復,土 地 課 税 の 公 平 と効 率 の達 成,さ らに は 税 務 行 政 上 の実 行 可 能 性 に置 か れ て い る 。.














翌 工903年にマ クナマ ラ氏が土地価値 の評価 とレイ ト課税 に関す る法案 を提 出
した。 その内容 は課税 ベースを土地 の資本価値,す なわ ち.「自由な売買 によ`る
価 格」 として,税 率 を1£ あた り1ペ ンスに制限 したが,同 じく第二 読会で否
決 され た。
翌1904年に再 び トレヴ」 ア ン氏が土地価 値修正 レイ ト課税法案 を提 出 した
が.第 二読 会は通過 した ものの,そ の後 は通過 しなか った。
翌1905年には ジ ョン ・ブルーナー卿 が前年 と同名 の法 案 を提 出 したが,お な
じ運命 を辿 った。
また ス コッ トラン ドにおいて もグラス ゴーの当局 が1899年と1900年に法 案 を
提 出 して.末 利用地 に対 して期待 地代 を課 税ベ ース と して課税 しよ うとした こ
.とを皮切 りに,1903年と1904年の土地 課税 評価 法案,エ904年の 土 地 価 値 課税
(スコ ッ トラン ド)法 案(す べて の土地 に対 してその年価値1£ あた り2シ リ
ン グまでの課税 を行 い,年 価 値は整地 され た土地の売却価格 の4%増 しとす 為
とい う内容)が 提出 され た。 そ して1905年に前年の法案が第二読会 を通過 した
こ とを受け て,翌1906年に同法案 は選抜委 員会 に付 託 され,同 委員会 は土地 ゐ
年 価値 にレイ ト課税 を行 うご とと,免 税規定 に鉄道,運 河,ド ッグ,桟 橋.港
湾 を付 け加 えることを提 言 した。 これ を受 けて翌1907年に土地価値(ス コ ッ ト
ラ ン ド)法 案が,.課税ベ ース を 「土地 と相 続財産が 自由市場 で売却 され た場合
に期待 され うる額」 すなわ ち土地 の資本価値(capitallandvalue)として提
出 され,下 院は通過 した が,上 院 では否決 され た。 これ を受けて翌1908年に課
税 ベースを資本売却価 値か ら年間賃貸価値 へと修正 しよ うとしたが,結 局,政
府 は法制化 を断念 した。
(2)1910年財政(1909-10)法にお け る土地課税
多数派報 告に よれば,西 種類の土地課税が定 め られ た。第一 は増価税 で,土
地 の敷地価値 の増分 を課税 ベ ース として,土 地 の売却や14年以上 の賃貸,さ ら
に死亡相続 時な どに税 率20%で1回 のみ課税す るとい うもの であ る。土地へ の
82(82)第148巻 第工・2・3号
支 出は控除 され,増 価分 の最初 の10%は免除 された。 第二 は土地返還税(Re・
versionDuty)であ り,税 率10%で農地や21年未満 の り一スは免除 された。第
三 は未 開発 地積 で あ り,未 開発地 の土地価値1£ あた り半ペ ニーの税率 で課税
し,地 中の鉱物 の価 値は除外す る とされ た。第 四は鉱物権税 であ 娩 課 税ベ ー
ス を年 間賃 貸価 値,税 率 を5%と して.全 ての資 本支 出が課税控除 された。以
上 の課税 を行 うために、 国税 庁に よって連合千国のすべての土地が課税評価 さ
れ た。
6
(3)多 数 派 報 告 に お け る 地 価 課 税 批 判
議 会 下 院 の 土 地 価 値 グ ル ー プ(TheLand.ValuesGroupofMembersof
Parliament)が中 心 と な っ て レ イ ツ の 課 税 ベ ー ス を 現 行 の 年 間 賃 貸 価 値 か ら資
本 敷 地 価 値(capitalsitevalue)に変 更 す べ し とい う提 案 が お こ な わ れ た が13),
多 数 派 報 告 で は 租 税 の 応 益 ・応 能 原 則 を 盾 に 拒 絶 さ れ た 。 そ の 論 拠 と して19世
紀 諸 法 に よ る'レイ ツ 改 革 が 租 税 原 則 に 適 っ て い た こ と が 示 さ れ た 。 つ ま り,
13)議会の土地価値 グループ エ78名は 「土地 と税制の改革」 と題す る メモをアスキス首相に提出 し
た。 その 内容 は 「我 々下院 の メソパーは,首 相,蔵 相そ の他 の閣僚が1909-1910年予算を法制化
した こ乏に感謝 します.な ぜな らばそれは土地の分離的課税 評価 原則 の最初 の認識 で あ り,国 家
負担 のよ り公 平な人民への配分 と人民の労働成果 の確保 と土地 を最 も首尾 よ く利用 しうる者へ の
土地 の解 放 とを目指す さらな る諸改革 に と って必要 な磁 を提 供するか らです。我 々は政府 にた い
して この予算に よって新 たに開始 され た政 策を継 続 し,発 展 させ ることを要求す る。す なわち,
産 業 を独 占 と不 公正 な(1)土地価値(LandValue)を公共 の ニーズのため に用い るこ と,②
貌 負担か ら解放す るこ と,③ の㈲ 土 地利用のための よ り大 きな機会 を提供 する こと,(b)人民
の食料へ の課税 を廃 止する こと,こ の二つ によって 自由貿易政策 を貫 くことである。 この ような
政策 を遂行すれ ば次 のよ うな効果が あが るであろう。 すなわ ち,① す べての土 地の課税評極 の
完 遂が早 まる,② 課税評価が公衆の身直 なもの となる,③ 地 方当局がその課税評価 を もとに
国家資金 セ教育,救 貧,道 路全て の土地価値 に課税 して,㈲レイ ツを課す権 限を得る,(4)
.養 護施設,警 察等に振 り向け,地 方 レイツを削減 し,⑥ 紅 茶,砂 糖 ココアその他食料 への課
税 の代替 とす る」とい うもの であった(当 時.の税 源については表2を 参照の こと)。H.Trustram
E。,,3'。9互,TaxandRating・・肋 帽 …,1912,P・41・E・は議会 の土地価恒 グル　 プ
甑 対 して,あ 狛 治体 について地価課税の負担の試算 を行い濃 地 や住宅 地の税負担が急増す
「ある 自治 体の課税評価 を調 べそ して結論 として,ることを示 している(表3)。Ibid.,p.36.
地鵬 税(ra・i・g…i・ev・1・)膿 地 への課税 な し輩 不 可能 である ことが 明らがてみて.
とな った」 と述べてい る。 乃 鉱,p,40.A.R.プレス トはEveの この試算 を 「過去百年 間に
地 価課税 が システ ムとして可能 である として,実 際に課税評価 を行 った唯一 の例 である」 として/
い る唇PreSt.ψ.σ払,p.103,ロ.38.
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表2国 税 と地方税 の内訳(1899-1900年)
(83)83
国 税 *地 方 税
額(1000£)害耳合(%)額(1000£)害出合(%)
不動 産の所 有,占 有,移 転 に関す る税
(の レイ ト課 税






































備 考)*初 等 教 育 は除 く。
出所)RoyalCommissiononLocalTaxation,FinalReport,Cd.638,190ユ,p,ユ5.
表3Bedf町dshhcのPavenhamに お け る地 価 課税 の 試 算
1 6・17・1 61.0 4804 11.1

































































































計 1312-0-31298 298 596 297 384 85
備考)*1896年 農 業 レイ ツ法 に よ って 税 率 が1謁 あ た り2s.と され て い る。
出所)H.TrustramEve,SingleTaxandRatingonSiteValuer,1912,p.36.
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1833年のLightingandWatching法では,住 宅や建物 の所有 者 と占有者 は土
地 の それ らの3倍 の レイ ツを負担 す ること,1848年と1875年の公衆衛生法 で1ま
農 地.運 河 鉄欝 は四分 の一 の ・イ ・鯉 とす るこ と・.・896年の諜 レイ ツ
法 で膿 地0134t物の二分 の一の レイ順 担 とす る こと'・899年}・は粉 の一税
の所有 者 である聖職者 の レイ ツを半減 した こ とな どである。
また,地 価課税推 進者が アダム ・ス ミスの租税原則 に従 って資 産の利 害に応
じた負担 を主張 してい るの に対 して,多 数派 は 「共 同体 の存在 は土地に貨幣価
値 を与 えるが,同 時 にそれ は商工業者 の財 に も価値 を与 える」 と反論 してい る。
さ らに,地 価課税 の負担が他 に転嫁 され ない とい う根拠 は薄弱で あ り,実 際
には土地価値 の所有者が誰 で,そ れ をどの よ うな割合 で所持 してい るか を明示
してお らず,地 価課税 自体 が納税者数 を減少 させ,代 表 と課税(representa・
tionandtaxation)をさ らに分離 させ,政 治的混乱 を招 くとしてい る。
課税 ベ ースの資本敷 地価値 へ の移行 に対す る根本的 な批判 としては,税 収 は
年 々の支 出に対応 す る,税 は年 々の所得 か ら納 め られ る,資 本価値 は現在では
実現す る機会 を持たな いという三点 が挙 げ られ ている。
(4)少数派報告におけ る地価課税擁護論
敷地への負担を軽減 して土地改良を促.進ずることは住宅供給に関 して特に重
要であるとされている。つまゆ,労働者階級の地域では初等教育 費 や 救 貧費
(当時の地方最出については表4を 参照のこと)が嵩むのでレイツが重課とな
り,住宅が最 も必要とされる地域において住宅供給が妨害 され,家 賃高騰 狭
小住宅,過 密居住 を招いているのである。多数派報告では地価課税が過密建築
をもたらすと批判されてい るが,実 際にはそれは建築利用地域の拡張をもた ら
す。 なぜ なち ば,第 一 に,そ れ は末利用 地を活用 させ るか,あ るい は市場 に放
出させる。第二に,建物への課税の軽減は建築業者の現在 の金融的 リス クを削
減し停 業諸 手しゃすくする。第三に・労鵬 蝶 合住宅よりも一戸駐 宅
を選好す るので,よ り多くの空間や庭園が確保され,過 密建築 とはならないの
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衷4地 方 当 局 の純 支 出(1899-90年か ら1911-12年.まで)
















































































































また,多 数派 が1910年財政(1909-10)法の成立 を理 由に して地方税 として
の地価課税 の根拠 が消滅 した と してい るの に対 して,1910年法 の うち増価 税は
増価時 のみ に課税 され,し か も増 価がエ0%未満 であれば非課税 とな り,財 産返
還税は敷地 と建物 の価値 の合 計に課税 され,未 開発地租 には過去20年開1こ1エ
ドーカーあた り100£の 道 路 ・下水道費 を投下 していれば免税 にな るとい う規定
が あるな どのた めに,地 価課税 の根拠 を崩 す ことには な らない と少数派 は主張
してい る。
さらに少数派報告 は1901年の少数派報告 におけ る地価 課税原則適応 の限定 に
つ いて批判 してい る。す なわ ち,190ユ年報告 では地価課 税 を,a,都 市地域 に
限定.b.地 方選択(localoption)原則 の適 応,c.土 地価値 を増大 させる
傾 向のある支 出に地価課 税の税収 の使 途 を限定 とい う条件 で推奨 していたが,
1914年報告 はaに つ いて.地 価課税実 施地 域 と非実 施地域 を区別す る ことほ困
難 であ るし,そ の必要 もない とす る。 なぜ な らば,都 市 地域 に も農地 が存在 し,11
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農 村地域 に も資産の 巨大 な凝集物 が存在す るか らで ある。未開発地 につい ては,
資本価 値 に等 しい所得 をす ぐに引 き出す手段 を持た な恥 ので,低 率課税 とす る。
しか し,地 方当局 の支 出や人 口 ・産業 の増 加な どに よって土地価値が 高 くなれ
ば地主は負担すべ きであ る⇔ つま り地価 課税 は よ り企 業家的 な農 業者 に有利 に
作用す るので健全 な公共政策 に合 致す るとい うわけ であ る。
bに ついては,そ れ は法 律 で定 めるべ きであ って地方 当局 の選 択 にまかせ ら
れ るべ きではない としてい る。.
Cについては,実 際に は区別が 困難 であ ワて,納 税者 に とっての関心事 は全
体 としての レイツ負担で ある と述 べ られてい る。
(5>、少数派報告における地価課税提案
イングランドとウェールズについて次のように提案されている。
① 敷地価値 を建物価値や他の改良価値 と分離 して把握p,評 価 リス トに記
録すべ し。
② 建物や土地改良に対 しては減税 し,特別地価課税収入で埋め合わせる。
⑨ 敷地価値 を自由な土地市場で任意の売 り手が得 られると合理的に期待さ
れ る価格であると想定す るべきである。それゆえ,建物 固定された機械,
樹木,生 け垣,生 育 しっっある農産物は除く。







⑥ 地価課税は現行 レイ ト支払い義務者 と同一人物から,空 き家 と空 き地に
ついてはその所有者か ら徴収すべきである。
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⑦ 前項 で支払 われ た税 は次年 度の地代支払 い時 に控 除され るべ きであ る。
⑧ 地価 の一部 が実現 されず,享 受 できない場 合 は税 の払 い戻 しを受け られ
るべ きであ る。
⑨ 地方 も都市同様 に地価課税 を行 う。
⑩ 税率 に格差 を設 け る。す なわち,旦,農 業用 地並 の価 格 を有す る土地 で
は敷地価 値の四分 の一 に課税,b.轟 地 以上 の価値 を持つが,建 築す る状
況 に ない土地 については 同 じく二分 の一 に課税,c.そ の他 の土地 につい
ては敷地価値 全て に課税。
少数 派報告 では最後 に,敷 地価値が地域 の富 と貧 困の よ りよい尺 度 であ ると
して,半 国家 的サ ー ビス向け(例 えば初等教育)の 国庫補助金 は敷地価値 に反
比例 して配分 され るべ きで あると している。1901年少数派報告 が 「地価課税 か
国税(tax)か」 とい う問題設定 であ ったの に対 して,1914年少数派報告 は,




前節で検討 した1901年報告 と同様である。数多 くの法案 と1910年財政法という
現実を踏まえて1901年少数派報告の批判がおこなわれていることに注 目したい。
その根底には労働者階級の住宅問題の深刻化があり,国庫補助金に頼 らず地方
の独自性や自主性を守 りなが ら.その解決にあたるための地価課税提案 とい う意
図が認められる、また実現可能性に細心の注意を払い,現行制度からの移行が
円滑に行われるように様々な規定を提案 していたのである。
お わ り に ・
本論文 では土地 課税 をめ ぐる議論の うち,そ の源流 とされ ているアルフ レッ
ド ・マー シャル と20世紀初頭 の二 つの委員会報告 を取 り上げ た。 この作業 に よ
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って判 明したことは,第 一に,地方税 レイツ負担 をめ ぐって敷地価値 に課税ベ
ースを移すか杏かを軸 として激 しい論争が行われたことである。第二 に,経済.
学者マーシャルは地価課税を土地の 「公共的価値」への課税 として推奨したが,
一般的には税務行政上,際限のない訴訟を招くとして否定的にとらえられてい





地方公営住宅 とは異なる住宅政策が実現 していたであろう。第五に,地 方自治
の発展のために,敷 地価値の課税評価 を地方当局が自ら行 うことの重要性であ
る。 この点は都市農村計画による建築規制 とともに,地価課税が過密建築を招
くという議論に対す る反批判となろう。さらに地価課税が安易な土地没収 とい
う形態での土地公有化に対する歯止めとなっているという議論にも注目したい。
このように英国における地価課税運動は19世紀 と20世紀の転換期において地方
財政改革の中心的テーマであ?た とともに,土地住宅問題と密接に絡んで展開
されていたのである。当時の政治経済状況はその実現を許さなかったが,数 多
くの個人や団体が法制化を軸に運動 していた。英国土地住宅政策研究はこれ ら
の視点からさらに深 める必要があろう。
